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２００３年漁業センサス海面漁業調査　（調査対象市町村及び漁業経営体数）

平成10年
（第10次）

平成10年
（第10次）

全　　国
（39都道府県）

日本海西区
（6府県）

中国（5県）

漁 業 経 営 体 数 経営体 2,911 2,729 (△6.3) 150,586 132,417 (△12.1) 21 2 3

個人経営体 経営体 2,730 2,562 (△6.2) 143,194 125,931 (△12.1) 21 2 3

漁獲金額 万円 2,741,579 2,264,376 (△17.4) 197,119,944 156,381,171 (△20.7) 23 2 3

漁 業
従 事 者 世 帯

世帯 1,646 1,204 (△26.9) 60,705 49,888 (△17.8) 14 2 1

漁 業 就 業 者 数 人 4,921 4,247 (△13.7) 277,042 238,371 (△14.0) 23 3 3

男 人 4,629 4,020 (△13.2) 230,599 199,163 (△13.6) 20 2 2

女 人 292 227 (△22.3) 46,443 39,208 (△15.6) 27 4 4

（　）内は対前回比で、単位は％
主　　　要　　　指　　　標

項目 単位
平成１５年（２００３年） 平成１５年 （２００３年）

順　　位島　根　県 全　　国



Ⅰ 海面漁業基本調査

１ 漁業経営体
（１） 経営組織別経営体数

＝減少し続ける漁業経営体＝

漁業経営体数は 2,729 経営体と前回に比べ 182 経営体減少したが、減少率は第 9 次△ 10.5 ％、第 10
次△ 19.4 ％だったのに対し、2003 年は△ 6.3 ％となった。

経営組織別にみると、全体では個人経営体が 2,562 経営体と最も多く、団体経営では、共同経営が 88
経営体と最も多かった。

個人経営体は前回に比べ 168 経営体（△ 6.2 ％）減少し、第１次センサス以降減少が続いている。

団体経営では前回に比べ会社が 7 経営体(△ 9.1 ％)減少と最も多い減少数だった。

表１　経営組織別経営体
単位：経営体・％

昭 和 ２ ４ 年 （ 第 １ 次 ） 7,719 7,375 15 － － 327 2

昭 和 ２ ９ 年 （ 第 ２ 次 ） 7,260 6,371 9 11 13 853 3

昭 和 ３ ８ 年 （ 第 ３ 次 ） 6,576 6,360 16 12 12 173 3

昭 和 ４ ３ 年 （ 第 ４ 次 ） 5,693 5,349 19 13 11 297 4

昭 和 ４ ８ 年 （ 第 ５ 次 ） 4,978 4,612 46 8 14 294 4

昭 和 ５ ３ 年 （ 第 ６ 次 ） 4,551 4,277 62 5 18 184 5

昭 和 ５ ８ 年 （ 第 ７ 次 ） 4,183 3,889 85 11 18 173 7

昭 和 ６ ３ 年 （ 第 ８ 次 ） 4,034 3,721 90 9 15 193 6

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 3,611 3,377 88 8 9 123 6

平成１０年（第１０次） 2,911 2,730 77 3 8 88 5

平 成 １ ５ 年 （ 2003 年 ） 2,729 2,562 70 4 6 84 3

１ ０ 次 - ９ 次 増 減 数 △ 700 △ 647 △ 11 △ 5 △ 1 △ 35 △ 1

１ ０ 次 / ９ 次 増 減 率 △ 19.4 △ 19.2 △ 12.5 △ 62.5 △ 11.1 △ 28.5 △ 16.7

2003年-１０次 増減数 △ 182 △ 168 △ 7 1 △ 2 △ 4 △ 2

2003年/１０次 増減率 △ 6.3 △ 6.2 △ 9.1 33.3 △ 25.0 △ 4.5 △ 40.0

漁 業 協 同
組 合

漁 業 生 産
組 合
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（２）経営体階層別経営体数

＝地びき網、小型・大型定置網など前回を上回る減少数＝

経営体階層別経営体数は動力船 1 トン未満が 960 経営体と最も多く、次いで動力船 1 ～ 3 トン未満

が 712 経営体、動力船 3 ～ 5 トン未満が 540 経営体となった。

前回を上回る減少数になったのは、小型定置網が△ 24 経営体(△ 29.3 ％)、100 トン～ 200 トンの

動力船が△ 9 経営体(△ 42.9 ％)、大型定置網が△ 5 経営体(△ 16.1 ％)、地びき網が△ 4 経営体(△ 80.0
％)であった。

また、前回から増加したのは、漁船非使用が 5 経営体(26.3 ％)、10 トン～ 30 トンの動力船が 5 経

営体(6.5 ％)、無動力船のみが 3 経営体(100.0 ％)であった。

図２ 経営体階層別経営体数

表２　経営体階層別経営体
単位：経営体・％

大 型 小 型 海 面
定 置 網 定 置 網 養 殖

昭和５８年（第７次） 4,183 35 24 1,075 1,320 740 261 97 46 38 30 33 138 11 335

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.8) (  0.6) (  25.7) (  31.6) (  17.7) (  6.2) (  2.3) (  1.1) (  0.9) (  0.7) (  0.8) (  3.3) (  0.3) (  8.0)

昭和６３年（第８次） 4,034 28 8 1,178 1,166 727 306 94 32 28 33 33 139 7 255

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.7) (  0.2) (  29.2) (  28.9) (  18.0) (  7.6) (  2.3) (  0.8) (  0.7) (  0.8) (  0.8) (  3.4) (  0.3) (  6.3)

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 3,611 24 11 1,240 957 672 239 85 22 25 21 33 98 6 178

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.7) (  0.3) (  34.3) (  26.5) (  18.6) (  6.6) (  2.4) (  0.6) (  0.7) (  0.6) (  0.9) (  2.7) (  0.2) (  4.9)

平成１０年（第１０次） 2,911 19 3 981 757 570 207 77 17 21 15 31 82 5 126

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.7) (  0.1) (  33.7) (  26.0) (  19.6) (  7.1) (  2.6) (  0.6) (  0.7) (  0.5) (  1.1) (  2.8) (  0.2) (  4.3)

平成１５年（２００３年） 2,729 24 6 960 712 540 188 82 12 12 15 26 58 1 93

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.9) (  0.2) (  35.3) (  26.1) (  19.8) (  6.9) (  3.0) (  0.4) (  0.4) (  0.5) (  1.0) (  2.1) (  0.0) (  3.4)

１ ０ 次 - ９ 次 増 減 数 △ 700 △ 5 △ 8 △ 259 △ 200 △ 102 △ 32 △ 8 △ 5 △ 4 △ 6 △ 2 △ 16 △ 1 △ 52

１ ０ 次 / ９ 次 増 減 率 △ 19.4 △ 20.8 △ 72.7 △ 20.9 △ 20.9 △ 15.2 △ 13.4 △ 9.4 △ 22.7 △ 16.0 △ 28.6 △ 6.1 △ 16.3 △ 16.7 △ 29.2

2003年-１０次増減数 △ 182 5 3 △ 21 △ 45 △ 30 △ 19 5 △ 5 △ 9 0 △ 5 △ 24 △ 4 △ 33

2003年/１０次増減率 △ 6.3 26.3 100.0 △ 2.1 △ 5.9 △ 5.3 △ 9.2 6.5 △ 29.4 △ 42.9 0.0 △ 16.1 △ 29.3 △ 80.0 △ 26.2
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（３）主とする漁業種類別経営体数

＝まき網、大幅に減少＝

主とする漁業種類別にみると、釣（その他）が 728 経営体と最も多く、次いで採貝が 613 経営体、

釣（いか釣）が 452 経営体となった。

前回と比べると、釣り（その他）、その他の漁業、採藻、船びき網・地びき網、その他の網漁業で

増加したが、その他の種類では減少し、特に、まき網が△ 54.1 ％(△ 20 経営体)減少と大幅な減少率

だった。

全体に占める割合は、釣り（その他）が 26.5 ％と最も多く、採貝が 22.5 ％、釣り（いか釣）が 16.6
％の順で大きかった。

表３　主とする漁業種類別経営体数

い か 釣そ の 他

昭和５８年（第７次） 4,183 124 21 61 522 29 33 138 … 209 1,105 779 469 248 103 335 7
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  3.0) (  0.5) (  1.5) (  12.5) (  0.7) (  0.8) (  3.3) … (  5.0) (  26.4) (  18.6) (  11.2) (  5.9) (  2.5) (  8.0) (  0.1)
昭和６３年（第８次） 4,034 140 61 52 476 29 33 139 … 141 1,010 619 810 158 106 255 5
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  3.5) (  1.5) (  1.3) (  11.8) (  0.7) (  0.8) (  3.4) … (  3.5) (  25.0) (  15.3) (  20.1) (  3.9) (  2.6) (  6.3) (  0.2)
平成５ 年（ 第９ 次） 3,611 112 36 43 479 20 33 98 … 161 657 714 909 83 88 178 －
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  3.1) (  1.0) (  1.2) (  13.3) (  0.5) (  0.9) (  2.7) … (  4.5) (  18.2) (  19.8) (  25.2) (  2.3) (  2.4) (  4.9) －
平成１０年（第１０次） 2,911 96 15 37 357 25 31 82 － 146 559 638 685 60 53 126 1
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  3.3) (  0.5) (  1.3) (  12.3) (  0.9) (  1.1) (  2.8) － (  5.0) (  19.2) (  21.9) (  23.5) (  2.1) (  1.8) (  4.3) (  0.0)
平成１５年（2003年） 2,729 92 21 17 340 20 26 58 2 130 452 728 613 68 69 93 …
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  3.4) (  0.8) (  0.6) (  12.5) (  0.7) (  1.0) (  2.1) (  0.1) (  4.8) (  16.6) (  26.5) (  22.5) (  2.5) (  2.5) (  3.4) …
10 次 -9 次 増 減 数 △ 700 △ 16 △ 21 △ 6 △ 122 5 △ 2 △ 16 … △ 15 △ 98 △ 76 △ 224 △ 23 △ 35 △ 52 △ 1
10 次 /9 次 増 減 率 △ 19.4 △ 14.3 △ 58.3 △ 14.0 △ 25.5 25.0 △ 6.1 △ 16.3 － △ 9.3 △ 14.9 △ 10.6 △ 24.6 △ 27.7 △ 39.8 △ 29.2 －
2003年-10次 増減数 △ 182 △ 4 6 △ 20 △ 17 △ 5 △ 5 △ 24 2 △ 16 △ 107 90 △ 72 8 16 △ 33 …
2003年/10次 増減率 △ 6.3 △ 4.2 40.0 △ 54.1 △ 4.8 △ 20.0 △ 16.1 △ 29.3 － △ 11.0 △ 19.1 14.1 △ 10.5 13.3 30.2 △ 26.2 …

釣

単位：経営体・％
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図３　主とする漁業種類別経営体



（４）営んだ漁業種類別経営体数（延数）

＝採藻、敷網、船びき・地びき網など大幅な減少＝

営んだ漁業種類別経営体数（延数）をみると、釣（その他）が 2,013 経営体で最も多く、次いで採

貝が 1,268 経営体、釣（いか釣）が 1,097 経営体となった。

前回に比べ増加したなかでは、釣（その他）が 433 経営体(27.4 ％)、その他の漁業が 277 経営体(134.5
％)、刺網が 171 経営体(25.6 ％)と大幅に増加した。

また、減少したなかでは、採藻が 256 経営体（△ 42.6 ％）、敷網が 48 経営体（△ 57.1 ％）、船びき

・地びき網が 33 経営体（△ 47.8 ％）と大幅な減少となった。

表４　　営んだ漁業種類別経営体数（延数）

単位：経営体・％

い か 釣 そ の 他

昭 和 58 年 （ 第 7 次 ） 212 90 100 101 1,040 34 197 … 354 2,084 2,175 1,350 1,497 444 624 10

昭 和 63 年 （ 第 8 次 ） 225 154 73 971 144 34 193 … 294 1,767 1,777 1,641 1,267 345 531 9

平 成 5 年 （ 第 9 次 ） 227 101 64 940 55 35 150 … 276 1,321 1,797 1,552 908 333 393 －

平 成 10 年 （ 第 10 次 ） 139 69 51 667 84 35 109 － 181 1,073 1,580 1,273 601 206 253 2

平 成 15 年 （ 2003 年 ） 111 36 33 838 36 29 86 11 194 1,097 2,013 1,268 345 483 218 …

10 次 -9 次 増 減 数 △ 88 △ 32 △ 13 △ 273 29 0 △ 41 … △ 95 △ 248 △ 217 △ 279 △ 307 △ 127 △ 140 2

10 次 /9 次 増 減 率 △ 38.8 △ 31.7 △ 20.3 △ 29.0 52.7 0.0 △ 27.3 － △ 34.4 △ 18.8 △ 12.1 △ 18.0 △ 33.8 △ 38.1 △ 35.6 －

2003年-10次 増減数 △ 28 △ 33 △ 18 171 △ 48 △ 6 △ 23 11 13 24 433 △ 5 △ 256 277 △ 35 …

2003年/10次 増減率 △ 20.1 △ 47.8 △ 35.3 25.6 △ 57.1 △ 17.1 △ 21.1 － 7.2 2.2 27.4 △ 0.4 △ 42.6 134.5 △ 13.8 …
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図４　営んだ漁業種類別経営体数（延数）



（５）海上作業従事日数別経営体数

＝２５０日以上が微増＝

海上作業従事日数別にみると、90 ～ 149 日が 787 経営体と最も多く、89 日以下が 775 経営体、150
～ 199 日が 581 経営体となった。

前回と比べると、250 日以上は増加したが、それ以外はすべて減少した。

最も減少したのは、90 ～ 149 日で 99 経営体(△ 11.2 ％)の減少であった。

図５ 海上作業従事日数別経営体数
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表５　海上作業従事日数別経営体数

区　　分 総　数 ２９日以下 ３０～８９日 ９０～１４９ １５０～１９９ ２００～２４９ ２５０日以上

昭 和 ５ ８ 年 （ 第 ７ 次 ） 4,183 13 1,192 1,060 783 689 446

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.3) (  28.5) (  25.3) (  18.7) (  16.5) (  10.7)

昭 和 ６ ３ 年 （ 第 ８ 次 ） 4,034 1,019 783 675 389

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  25.3) (  19.4) (  16.7) (  9.6)

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 3,611 1,037 711 538 325

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  28.7) (  19.7) (  14.9) (  9.0)

平成１０年（第１０次） 2,911 886 610 411 212

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  30.4) (  21.0) (  14.1) (  7.3)

平成１５年（2003年） 2,729 787 581 371 215

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  28.8) (  21.3) (  13.6) (  7.9)

１ ０ 次 - ９ 次 増 減 数 △ 700 △ 151 △ 101 △ 127 △ 113

１ ０ 次 / ９ 次 増 減 率 △ 19.4 △ 14.6 △ 14.2 △ 23.6 △ 34.8

2003年-１０次 増減数 △ 182 △ 99 △ 29 △ 40 3

2003年/１０次 増減率 △ 6.3 △ 11.2 △ 4.8 △ 9.7 1.4

775

(  28.4)

△ 17

△ 2.1

△ 20.8

△ 376

単位：経営体・％

1,000

(  27.7)

(  27.2)

1,168

(  29.0)

792



（６）最盛期の海上作業従事者数別経営体数

＝平均従事者数が２人台を割り込む＝

最盛期の海上作業従事者数別にみると、1 人階層が 2,151 経営体で最も多く、次いで 2 人階層が 345
経営体、3･4 人階層が 85 人となった。

前回と比べると、すべての階層で減少したが、最も減少率が大きかったのは 10 ～ 19 人階層の△ 32.1
％であった。

また、1 経営体平均従事者数は前回に比べ 0.1 人減少の 1.9 人となり、初めて 2 人台を割った。

図６ 最盛期の海上作業従事者数別経営体数
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表６　最盛期の海上作業従事者数別経営体数

区　　分 総 数 １ 人 ２ 人 ３ ・ ４ 人 ５ ～ ９ １ ０ ～ １ ９ ２ ０ ～ ４ ９ ５ ０ ～ ９ ９ １００～１４９ １５０人以上

１ 経 営 体
平 均
従 事 者 数

昭 和 ５ ８ 年 （ 第 ７ 次 ） 4,183 2,652 1,004 227 142 66 84 7 － 1 2.5

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  63.4) (  24.0) (  5.4) (  3.4) (  1.6) (  2.0) (  0.2) － (  0.0)

昭 和 ６ ３ 年 （ 第 ８ 次 ） 4,034 2,783 818 169 119 84 54 6 1 － 2.2

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  69.0) (  20.3) (  4.2) (  2.9) (  2.1) (  1.3) (  0.1) (  0.1) －

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 3,611 2,631 627 126 113 66 42 6 － － 2.1

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  72.9) (  17.4) (  3.5) (  3.1) (  1.8) (  1.2) (  0.2) － －

平成１０年（第１０次） 2,911 2,214 429 87 93 53 28 6 1 － 2.0

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  76.1) (  14.7) (  3.0) (  3.2) (  1.8) (  1.0) (  0.2) (  0.0) －

平成１ ５年（2003年） 2,729 2,151 345 85 80 36 27 5 － － 1.9

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  78.9) (  12.6) (  3.1) (  2.9) (  1.3) (  1.0) (  0.2) － －

１ ０ 次 - ９ 次 増 減 数 △ 700 △ 417 △ 198 △ 39 △ 20 △ 13 △ 14 0 1 － △ 0.1

１ ０ 次 / ９ 次 増 減 率 △ 19.4 △ 15.8 △ 31.6 △ 31.0 △ 17.7 △ 19.7 △ 33.3 0.0 － － △ 4.3

2003年-１０次 増減数 △ 182 △ 63 △ 84 △ 2 △ 13 △ 17 △ 1 △ 1 △ 1 － △ 0.1

2003年/１０次 増減率 △ 6.3 △ 2.8 △ 19.6 △ 2.3 △ 14.0 △ 32.1 △ 3.6 △ 16.7 － － △ 5.0

単位：経営体・人・％



（７）漁獲金額別経営体数

＝１００万円未満が増加＝

漁獲金額別にみると、200 ～ 500 万円階層が 593 経営体で最も多く、次いで 100 ～ 200 万円が 544 経

営体、50 ～ 100 万円が 484 経営体となった。

前回と比べて減少したのは、100 万円～ 10 億円未満の７つの階層で、大幅な減少率だったのは、500
～ 1,000 万円未満が△ 33.6 ％、5,000 万円～１億円未満が△ 33.3 ％、1 ～ 10 億円未満が△ 26.8 ％など

であった。

100 万円未満の各階層と 10 億円以上の階層で増加したが、1 経営体平均漁獲金額は 112 万円(△ 11.9
％)減少の 830 万円となった。

表７　漁獲金額別経営体数

昭和５ ８ 年（ 第７ 次） 4,183 … 606 349 652 769 1,037 387 133 99 47 101 3 1,098
（ 構 成 比 ） (  100.0) … (  14.5) (  8.3) (  15.6) (  18.4) (  24.8) (  9.3) (  3.2) (  2.4) (  1.1) (  2.4) (  0.0)
昭和６ ３ 年（ 第８ 次） 4,034 19 518 358 714 783 924 390 106 100 35 85 2 962
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.5) (  12.8) (  8.9) (  17.7) (  19.4) (  22.9) (  9.7) (  2.6) (  2.5) (  0.9) (  2.1) (  0.0)
平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 3,611 62 473 308 582 707 859 319 99 81 48 71 2 957
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  1.7) (  13.1) (  8.5) (  16.1) (  19.6) (  23.8) (  8.8) (  2.7) (  2.2) (  1.3) (  2.0) (  0.2)
平成１０年（第１０次） 2,911 44 355 232 473 545 717 301 72 66 48 56 2 942
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  1.5) (  12.2) (  8.0) (  16.2) (  18.7) (  24.7) (  10.3) (  2.5) (  2.3) (  1.6) (  1.9) (  0.1)
平成１５年（2003年） 2,729 53 402 262 484 544 593 200 56 59 32 41 3 830
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  1.9) (  14.7) (  9.6) (  17.7) (  19.9) (  21.8) (  7.3) (  2.1) (  2.2) (  1.2) (  1.5) (  0.1)
１ ０次 -９ 次 増 減数 △ 700 △ 18 △ 118 △ 76 △ 109 △ 162 △ 142 △ 18 △ 27 △ 15 0 △ 15 0 △ 15
１ ０次 /９ 次 増 減率 △ 19.4 △ 29.0 △ 24.9 △ 24.7 △ 18.7 △ 22.9 △ 16.5 △ 5.6 △ 27.3 △ 18.5 0.0 △ 21.1 0.0 △ 2.0
2003年-１０次 増減数 △ 182 9 47 30 11 △ 1 △ 124 △ 101 △ 16 △ 7 △ 16 △ 15 1 △ 112
2003年/１０次 増減率 △ 6.3 20.5 13.2 12.9 2.3 △ 0.2 △ 17.3 △ 33.6 △ 22.2 △ 10.6 △ 33.3 △ 26.8 50.0 △ 11.9

５ ０ ０ ～
１ ，０ ００

区　　分 総 数
漁獲金額
な し

３０～５０
万円未満

３ ０ 万 円
未 満
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図７　漁獲金額別経営体数



（８）経営体階層別漁獲金額

＝小型定置網が大幅に増加＝

経営体階層別漁獲金額をみると、200 トン以上が 77 億 7,122 万円で最も多く、次いで 100 ～ 200 ト

ン未満が 27 億 8,671 万円、10 ～ 30 トン未満が 27 億 8,537 万円となった。

前回と比べて増加したのは、小型定置網が 5,582 万円(11.2 ％)、漁船非使用が 2,483 万円(144.5 ％)、

無動力船のみが 34 万円(14.7 ％)と 3 階層のみで、他の階層はすべて減少した。

減少額で最も大きかったのは、100 ～ 200 トン未満の△ 11 億 6,911 万円(△ 29.6 ％)で、次いで大型

定置網が△ 7 億 212 万円(△ 27.6 ％)であった。

また、減少率では海面養殖が△ 47.7 ％(△ 3 億 198 万円)と最も高かった。
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図８　経営体階層別漁獲金額

表８　経営体階層別漁獲金額
単位：万円・％

大 型 小 型 海 面
定 置 網 定 置 網 養 殖

昭和５８年（第７次） 4,995,742 2,692 1,136 83,280 248,193 310,464 245,627 285,201 616,105 768,110 1,943,645 286,797 88,032 4,625 111,835
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.1) (  0.0) (  1.7) (  5.0) (  6.2) (  4.9) (  5.7) (  12.3) (  15.4) (  38.9) (  5.7) (  1.8) (  0.1) (  2.2)

昭和６３年（第８次） 3,879,017 3,677 641 106,586 196,064 272,764 250,887 241,268 371,959 486,044 1,469,086 267,818 103,289 1,363 107,571

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.1) (  0.0) (  2.7) (  5.1) (  7.0) (  6.5) (  6.2) (  9.6) (  12.5) (  37.9) (  6.9) (  2.7) (  0.0) (  2.8)

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 3,457,095 3,354 755 125,592 169,984 253,368 214,851 304,484 271,897 451,901 1,178,661 285,633 75,893 4,026 116,696

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.1) (  0.0) (  3.6) (  4.9) (  7.3) (  6.2) (  8.8) (  7.9) (  13.1) (  34.1) (  8.3) (  2.2) (  0.1) (  3.4)

平成１０年（第１０次） 2,741,579 1,718 232 97,999 137,460 232,033 202,878 310,137 203,338 395,582 790,818 254,455 49,979 1,694 63,256

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.1) (  0.0) (  3.6) (  5.0) (  8.5) (  7.4) (  11.3) (  7.4) (  14.4) (  28.8) (  9.3) (  1.8) (  0.1) (  2.3)

平成１５年（２００３年） 2,264,376 4,201 266 84,121 104,872 174,615 149,137 278,537 139,972 278,671 777,122 184,243 55,561 - 33,058

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.2) (  0.0) (  3.7) (  4.6) (  7.7) (  6.6) (  12.3) (  6.2) (  12.3) (  34.3) (  8.1) (  2.5) - (  1.5)

１ ０ 次 - ９ 次 増 減 数 △ 715,516 △ 1,636 △ 523 △ 27,593 △ 32,524 △ 21,335 △ 11,973 5,653 △ 68,559 △ 56,319 △ 387,843 △ 31,178 △ 25,914 △ 2,332 △ 53,440

１ ０ 次 / ９ 次 増 減 率 △ 20.7 △ 48.8 △ 69.3 △ 22.0 △ 19.1 △ 8.4 △ 5.6 1.9 △ 25.2 △ 12.5 △ 32.9 △ 10.9 △ 34.1 △ 57.9 △ 45.8

2003年-１０次増減数 △ 477,203 2,483 34 △ 13,878 △ 32,588 △ 57,418 △ 53,741 △ 31,600 △ 63,366 △ 116,911 △ 13,696 △ 70,212 5,582 △ 1,694 △ 30,198

2003年/１０次増減率 △ 17.4 144.5 14.7 △ 14.2 △ 23.7 △ 24.7 △ 26.5 △ 10.2 △ 31.2 △ 29.6 △ 1.7 △ 27.6 11.2 - △ 47.7

漁 船
非 使 用 ２ ０ ０ ト ン

以 上

地びき網区　　分 総 額

漁　　　船　　　使　　　用
動　　　　　　　力　　　　　　船

１ ～ ３
ト ン 未 満

１トン未満 ３ ～ ５ ５ ～ １ ０
無動力船
の み １００～２００

ト ン 未 満
１０～３０

３ ０ ～
１ ０ ０



（９）経営体階層別最盛期の海上作業従事者数

＝無動力船以外すべての階層で減少＝

最盛期の海上作業従事者数を経営体階層別にみると、動力船 1 トン未満が 1,097 人と最も多く、次

いで動力船 1 ～ 3 トン未満が 769 人、動力船 3 ～ 5 トン未満が 693 人となった。

前回と比べると無動力船以外すべての階層で減少したが、特に、地びき網で△ 94.4 ％(△ 34 人)、

動力船 30 ～ 100 トン未満で△ 53.2 ％(△ 156 人)、動力船 100 ～ 200 トン未満で△ 40.6 ％(△ 174 人)と

高い減少率となった。

表９　経営体階層別最盛期の海上作業従事者数
単位：人・％

大 型 小 型 海 面
定 置 網 定 置 網 養 殖

昭和５８年（第７次） 10,266 62 29 1,540 1,647 1,072 565 551 700 831 1,435 692 411 98 633

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.6) (  0.3) (  15.0) (  16.0) (  10.4) (  5.5) (  5.4) (  6.8) (  8.1) (  14.0) (  6.7) (  4.0) (  1.0) (  6.2)

昭和６３年（第８次） 9,042 72 8 1,466 1,401 1,009 670 460 541 508 1,454 524 410 54 465

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.8) (  0.1) (  16.2) (  15.5) (  11.2) (  7.4) (  5.1) (  6.0) (  5.6) (  16.1) (  5.8) (  4.5) (  0.6) (  5.1)

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 7,492 69 15 1,483 1,106 908 513 407 399 442 866 588 312 40 344

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.9) (  0.2) (  19.8) (  14.8) (  12.1) (  6.8) (  5.4) (  5.3) (  5.9) (  11.6) (  7.8) (  4.2) (  0.5) (  4.6)

平成１０年（第１０次） 5,840 64 3 1,128 847 750 395 390 293 429 651 422 223 36 209

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  1.1) (  0.1) (  19.3) (  14.5) (  12.8) (  6.8) (  6.7) (  5.0) (  7.3) (  11.1) (  7.2) (  3.8) (  0.6) (  3.6)

平成１５年（２００３年） 5,039 43 6 1,097 769 693 388 361 137 255 566 349 178 2 195

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.9) (  0.1) (  21.7) (  15.3) (  13.8) (  7.7) (  7.2) (  2.7) (  5.1) (  11.2) (  6.9) (  3.5) (  0.0) (  3.9)

１ ０ 次 - ９ 次 増 減 数 △ 1,652 △ 5 △ 12 △ 355 △ 259 △ 158 △ 118 △ 17 △ 106 △ 13 △ 215 △ 166 △ 89 △ 4 △ 135

１ ０ 次 / ９ 次 増 減 率 △ 22.1 △ 7.2 △ 80.0 △ 23.9 △ 23.4 △ 17.4 △ 23.0 △ 4.2 △ 26.6 △ 2.9 △ 24.8 △ 28.2 △ 28.5 △ 10.0 △ 39.2

2003年-１０次増減数 △ 801 △ 21 3 △ 31 △ 78 △ 57 △ 7 △ 29 △ 156 △ 174 △ 85 △ 73 △ 45 △ 34 △ 14

2003年/１０次増減率 △ 13.7 △ 32.8 100.0 △ 2.7 △ 9.2 △ 7.6 △ 1.8 △ 7.4 △ 53.2 △ 40.6 △ 13.1 △ 17.3 △ 20.2 △ 94.4 △ 6.7
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２ 個人漁業経営体
（１）経営体階層別個人経営体数

＝動力船使用階層はすべて減少＝

経営体階層別個人経営体数をみると、動力船 1 トン未満が 955 経営体と最も多く、次いで動力船 1
～ 3 トン未満が 711 経営体、動力船 3 ～ 5 トン未満が 534 経営体となり、この 3 階層で全体の 8 割を
越える割合となった。

前回に比べて増加したのは、漁船非使用、無動力船のみ、大型定置網の 3 階層のみであり、その他
の階層はすべて減少となった。

減少率が大きかったのは、海面養殖が△ 31.9 ％(△ 37 経営体)、小型定置網が△ 27.5 ％(△ 19 経営
体)、5 ～ 10 トン未満が△ 13.3 ％(24 経営体)であった。

図１０ 経営体階層別個人経営体数
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表１０　経営体階層別個人経営体

昭 和 ５ ８ 年 （ 第 ７ 次 ） 3,889 35 24 1,064 1,313 727 219 73 2 123 5 304

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.9) (  0.6) (  27.4) (  33.8) (  18.7) (  5.6) (  1.9) (  0.0) (  3.2) (  0.1) (  7.8)

昭 和 ６ ３ 年 （ 第 ８ 次 ） 3,721 28 8 1,171 1,162 703 225 70 3 116 3 232

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.8) (  0.2) (  31.5) (  31.2) (  18.9) (  6.0) (  1.9) (  0.1) (  3.1) (  0.1) (  6.2)

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 3,377 24 10 1,237 951 658 191 57 1 82 3 163

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.7) (  0.3) (  36.6) (  28.2) (  19.5) (  5.7) (  1.7) (  0.0) (  2.4) (  0.1) (  4.8)

平成１０年（第１０次） 2,730 19 3 977 756 560 181 46 1 69 2 116

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.7) (  0.1) (  35.9) (  27.7) (  20.5) (  6.6) (  1.7) (  0.0) (  2.5) (  0.1) (  4.2)

平 成１５年（2003年 ） 2,562 23 6 955 711 534 157 45 2 50 － 79

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.9) (  0.2) (  37.2) (  27.8) (  20.8) (  6.1) (  1.8) (  0.1) (  2.0) － (  3.1)

１ ０ 次 - ９ 次 増 減 数 △ 647 △ 5 △ 7 △ 260 △ 195 △ 98 △ 10 △ 11 0 △ 13 △ 1 △ 47

１ ０ 次 / ９ 次 増 減 率 △ 19.2 △ 20.8 △ 70.0 △ 21.0 △ 20.5 △ 14.9 △ 5.2 △ 19.3 0.0 △ 15.9 △ 33.3 △ 28.8

2003年-１０次 増減数 △ 168 4 3 △ 22 △ 45 △ 26 △ 24 △ 1 1 △ 19 △ 2 △ 37

2003年/１０次 増減率 △ 6.2 21.1 100.0 △ 2.3 △ 6.0 △ 4.6 △ 13.3 △ 2.2 100.0 △ 27.5 － △ 31.9

単位：経営体・％
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（２）専兼業別個人経営体数

＝増え続ける専業経営体＝

専兼業別個人経営体数は、第 2 種兼業が 1,014 経営体と最も多く、次いで専業が 827 経営体、第 1
種兼業が 721 経営体となった。

専業は、第 5 次でいったん減少したものの、それ以降は増加を続けており、今回初めて第１種兼業
を上回った。
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図１１　専兼別個人経営体数

表１１　専兼業別個人経営体
単位：経営体・％

区　　　　　　　　分 総　　　数 専　　　業 第１種兼業 第２種兼業
昭和５８年（ 第７ 次） 3,889 590 1,546 1,753
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  15.1) (  39.8) (  45.1)
昭和６３年（ 第８ 次） 3,721 699 1,275 1,747
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  18.8) (  34.3) (  46.9)
平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 3,377 719 1,129 1,529
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  21.3) (  33.4) (  45.3)
平成１０年（第１０次） 2,730 749 826 1,155
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  27.4) (  30.3) (  42.3)
平成１５年（2003年） 2,562 827 721 1,014
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  32.3) (  28.1) (  39.6)
１ ０次-９ 次 増 減数 △ 647 30 △ 303 △ 374
１ ０次/９ 次 増 減率 △ 19.2 4.2 △ 26.8 △ 24.5
2003年-１０次 増減数 △ 168 78 △ 105 △ 141
2003年/１０次 増減率 △ 6.2 10.4 △ 12.7 △ 12.2



（３）主とする兼業種類別個人経営体数

＝自営業では遊漁案内業、雇われでは漁業外雇われの臨時雇・日雇が増加＝

兼業個人経営体(1,735 経営体)を主とする兼業種類別にみると、雇われが 1,249 経営体と最も多く、
次いで自営業が 424 経営体、共同経営が 62 経営体となった。

自営業の内訳をみると、前回と比べ増加したのは遊漁案内業のみで、18 経営体(46.2 ％)と大幅に
増加し、その他はすべて減少した。

減少率では水産加工業が△ 48.1 ％(△ 25 経営体)と最も高く、次いで旅館・民宿業が△ 31.0 ％(△ 18
経営体)となった。

雇われの内訳をみると、漁業外雇われの臨時雇・日雇のみが 12 経営体(5.9 ％)増加しており、その
他は減少した。

減少率では、漁業雇われが△ 34.1 ％(△ 70 経営体)と最も高かった。

図１２ 主とする兼業種類別個人経営体数
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表１２　　主とする兼業種類別個人経営体
単位：経営体・％

昭 和 ５ ８ 年 （ 第 ７ 次 ） 3,299 1,079 502 7 131 85 354 … 2,220 654 1,269 297

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  32.7) (  15.2) (  0.2) (  4.0) (  2.6) (  10.7) … (  67.3) (  19.8) (  38.5) (  9.0)

昭 和 ６ ３ 年 （ 第 ８ 次 ） 3,022 839 356 24 61 82 316 148 2,035 399 1,350 286

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  27.8) (  11.8) (  0.8) (  2.0) (  2.7) (  10.5) (  4.9) (  67.3) (  13.2) (  44.7) (  9.4)

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 2,658 682 258 40 39 76 269 110 1,866 287 1,251 328

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  25.7) (  9.7) (  1.5) (  1.5) (  2.9) (  10.1) (  4.1) (  70.2) (  10.8) (  47.1) (  12.3)

平成１０年（第１０次） 1,981 493 159 52 39 58 185 55 1,433 205 1,023 205

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  24.9) (  8.0) (  2.6) (  2.0) (  2.9) (  9.4) (  2.8) (  72.3) (  10.3) (  51.6) (  10.4)

平成１５年（2003年） 1,735 424 129 27 57 40 171 62 1,249 135 897 217

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  24.4) (  7.4) (  1.6) (  3.3) (  2.3) (  9.8) (  3.6) (  72.0) (  7.8) (  51.7) (  12.5)

１ ０ 次 - ９ 次 増 減 数 △ 677 △ 189 △ 99 12 0 △ 18 △ 84 △ 55 △ 433 △ 82 △ 228 △ 123

１ ０ 次 / ９ 次 増 減 率 △ 25.5 △ 27.7 △ 38.4 30.0 0.0 △ 23.7 △ 31.2 △ 50.0 △ 23.2 △ 28.6 △ 18.2 △ 37.5

2003年-１０次 増減数 △ 246 △ 69 △ 30 △ 25 18 △ 18 △ 14 7 △ 184 △ 70 △ 126 12

2003年/１０次 増減率 △ 12.4 △ 14.0 △ 18.9 △ 48.1 46.2 △ 31.0 △ 7.6 12.7 △ 12.8 △ 34.1 △ 12.3 5.9
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（４）専兼業別主とする漁業種類別個人経営体数

＝専兼業共に釣の割合が上回る＝

専業業別に主とする漁業種類別をみると、専兼業共に釣が最も多く、専業では 420 経営体、第 1 種
兼業では 334 経営体、第 2 種兼業では 418 経営体となった。

専業比率でも釣が 51.0 ％で最も高く、次いで採貝が 22.6 ％、刺網が 10.6 ％となった。
次に兼業比率をみると、第 1 種兼業、第 2 種兼業共に専業と同じで、釣、採貝、刺網の順は変わら

なかった。
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図１３　専兼業別主とする漁業種類別個人経営体数

表１３　専兼業別主とする漁業種類別個人経営体数
単位：経営体・％

区　　　　　　　　分 総　　　数 専　　　業 第１種兼業 第２種兼業
総 数 2,562 827 721 1,014
（ 構 成 比 ） (  100.0) (  100.0) (  100.0) (  100.0)
底 び き 網 38 11 22 5
（ 構 成 比 ） (  1.5) (  1.3) (  3.1) (  0.5)
船 び き ・ 地 び き 網 5 1 3 1
（ 構 成 比 ） (  0.2) (  0.1) (  0.4) (  0.1)
ま き 網 3 1 － 2
（ 構 成 比 ） (  0.1) (  0.1) － (  0.2)
刺 網 332 88 106 138
（ 構 成 比 ） (  13.0) (  10.6) (  14.7) (  13.6)
敷 網 17 2 14 1
（ 構 成 比 ） (  0.7) (  0.2) (  1.9) (  0.1)
大 型 定 置 網 2 － 1 1
（ 構 成 比 ） (  0.1) － (  0.1) (  0.1)
小 型 定 置 ・ そ の 他 の 網 52 11 11 30
（ 構 成 比 ） (  2.0) (  1.3) (  1.5) (  3.0)
は え 縄 129 47 33 49
（ 構 成 比 ） (  5.0) (  5.7) (  4.6) (  4.8)

釣 1,172 420 334 418
（ 構 成 比 ） (  45.7) (  51.0) (  46.3) (  41.2)
採 貝 608 187 147 274
（ 構 成 比 ） (  23.7) (  22.6) (  20.4) (  27.0)
採 藻 67 26 10 31
（ 構 成 比 ） (  2.6) (  3.1) (  1.4) (  3.1)
そ の 他 の 漁 業 58 16 15 27
（ 構 成 比 ） (  2.3) (  1.9) (  2.1) (  2.7)
海 面 養 殖 79 17 25 37
（ 構 成 比 ） (  3.1) (  2.1) (  3.5) (  3.6)



（５）世帯の経済的中心者の専兼業別個人経営体数

＝経済的中心者が自営漁業のみに従事する世帯の割合が引き続き増加＝

世帯の経済的中心者の自営漁業への従事状況をみると、漁業のみが 1,427 経営体と最も多く、次い
で漁業が従が 503 経営体、漁業が主が 350 経営体の順で、漁業のみの構成比が高くなってきている。

また、経済的中心者が自営漁業に従事していない世帯は 282 経営体となった。

図１４ 世帯の経済的中心者の専兼業別個人経営体数
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表１４　　世帯の経済的中心者の専兼業別個人経営体数

計 漁 業 の み 漁 業 が 主 漁 業 が 従

昭 和 ５ ８ 年 （ 第 ７ 次 ） 3,889 320 3,569 1,454 914 1,201

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  8.2) (  91.8) (  37.4) (  23.5) (  30.9)

昭 和 ６ ３ 年 （ 第 ８ 次 ） 3,721 395 3,326 1,514 766 1,046

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  10.6) (  89.4) (  40.7) (  20.6) (  28.1)

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 3,377 328 3,049 1,552 604 893

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  9.7) (  90.3) (  46.0) (  17.9) (  26.4)

平 成 １０年 （第 １０次 ） 2,730 306 2,424 1,478 396 550

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  11.2) (  88.8) (  54.2) (  14.5) (  20.1)

平 成 １ ５ 年 （ 2003 年 ） 2,562 282 2,280 1,427 350 503

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  11.0) (  89.0) (  55.7) (  13.7) (  19.6)

１ ０ 次 - ９ 次 増 減 数 △ 647 △ 22 △ 625 △ 74 △ 208 △ 343

１ ０ 次 / ９ 次 増 減 率 △ 19.2 △ 6.7 △ 20.5 △ 4.8 △ 34.4 △ 38.4

2003年-１０次 増減数 △ 168 △ 24 △ 144 △ 51 △ 46 △ 47

2003年/１０次 増減率 △ 6.2 △ 7.8 △ 5.9 △ 3.5 △ 11.6 △ 8.5

単位：経営体・％

区分 総 数
経済的中心者
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従 事 し な い

経 済 的 中 心 者 が 自 営 漁 業 に 従 事 す る



（６）基幹的漁業従事者の性別・年齢別個人経営体数

＝基幹的従事者６５歳以上男子の経営体がますます増加＝

基幹的漁業従事者を性別でみると、男性が中心となる経営体が 2,547 経営体(構成比 99.4 ％)とほと
んどを占め、女性が中心となる経営体は 15 経営体(構成比 0.6 ％)となった。

男子年齢別をみると、65 歳以上が 1,499 経営体と最も多く、次いで 50 ～ 59 歳が 498 経営体、60 ～ 64
歳が 329 経営体となり、構成比は 58.6 ％、19.4 ％、12.8 ％となった。

専兼業別にみると、専兼業共に、65 歳以上が最も多く、構成比は、専業 72.7 ％、第１種兼業 49.1
％、第２種兼業 53.5 ％を占める割合で、高齢層が多いことを示している。

また、65 歳以上の階層は、第 7 次と比べ倍以上になっており、全体が減少しているなかで増加を
続けている。

図１５ 基幹的漁業従事者の性別・年齢別個人経営体数
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図１６　基幹的漁業従事者の専兼業別・性別・年齢別個人経営体数



表１５　基幹的漁業従事者の性別・年齢別個人経営体数
単位：経営体・％

計 ２９歳以下 ３０～３９歳 ４０～４９ ５０～５９ ６０～６４ ６５歳以上

昭和 ５ ８年 （ 第７ 次） 3,889 7 3,843 33 276 767 1,476 555 736 39

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.2) (  98.8) (  0.8) (  7.1) (  19.7) (  38.0) (  14.3) (  18.9) (  1.0)

昭和 ６ ３年 （ 第８ 次） 3,721 10 3,681 20 226 502 1,289 731 913 30

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.3) (  98.9) (  0.6) (  6.1) (  13.5) (  34.6) (  19.6) (  24.5) (  0.8)

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） 3,377 4 3,353 13 114 432 813 787 1,194 20

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.1) (  99.3) (  0.3) (  3.4) (  12.8) (  24.1) (  23.3) (  35.4) (  0.6)

平成１０年（第１０次） 2,730 4 2,711 6 62 271 471 537 1,364 15

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.1) (  99.3) (  0.2) (  2.3) (  9.9) (  17.3) (  19.7) (  50.0) (  0.5)

平成１５年（2003年） 2,562 － 2,547 8 35 178 498 329 1,499 15

（ 構 成 比 ） (  100.0) － (  99.4) (  0.3) (  1.4) (  6.9) (  19.4) (  12.8) (  58.6) (  0.6)

専　　　　　　　業 827 － 819 3 6 41 80 87 602 8

（　構　成　比　） (  100.0) － (  99.0) (  0.4) (  0.7) (  5.0) (  9.7) (  10.5) (  72.7) (  1.0)

第１種兼業 721 － 719 1 11 54 183 116 354 2

（　構　成　比　） (  100.0) － (  99.7) (  0.1) (  1.5) (  7.5) (  25.4) (  16.1) (  49.1) (  0.3)

第２種兼業 1,014 － 1,009 4 18 83 235 126 543 5

（　構　成　比　） (  100.0) － (  99.5) (  0.4) (  1.8) (  8.2) (  23.2) (  12.4) (  53.5) (  0.5)

１０次－９次 増減数 △ 647 0 △ 642 △ 7 △ 52 △ 161 △ 342 △ 250 170 △ 5

１０次／９次 増減率 △ 19.2 0.0 △ 19.1 △ 53.8 △ 45.6 △ 37.3 △ 42.1 △ 31.8 14.2 △ 25.0

2003年-１０次 増減数 △ 168 △ 4 △ 164 2 △ 27 △ 93 27 △ 208 135 0

2003年/１０次 増減率 △ 6.2 － △ 6.0 33.3 △ 43.5 △ 34.3 5.7 △ 38.7 9.9 0.0

基幹的従事者
が 女 子

区　　分 総　数
海上作業に従
事した世帯員が
いない経営体

基幹的従事者が男子

海上作業に従事した世帯員がいる経営体



３ 漁業層別統計
（１）漁業層別漁業の生産構成

＝沿岸漁業層の漁獲金額１００億円を割り込む＝

漁業経営体を漁業層別にみると、沿岸漁業層は 2,608 経営体となり、中小漁業層は 121 経営体とな
った。

前回と比べると、沿岸漁業層では大型定置網・小型定置網・地びき網が△ 28.0 ％、海面養殖が△ 26.2
％と大幅な減少率で、中小漁業層は動力船 30 ～ 1,000 トン未満が△ 25.0 ％と大幅な減少率だった。

最盛期の海上作業従事者数では、中層漁業層で△ 20.1 ％と大幅な減少率だった。
漁獲金額では、沿岸漁業層が 79 億 74 万円で、前回と比べ 25 億 1,630 万円(△ 24.2 ％)減少となり、100

億円を割り込む結果となった。

図１７ 漁業層別漁業の生産構成
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表１６　漁業層別漁業の生産構成
単位：経営体・隻・トン・人・万円・％

昭和５８年（第７次） 3,972 2,454 1,001 182 335 － － 3,111 8,794.73 6,749 1,382,681
（　構　成　比　） (  95.0) (  58.7) (  23.9) (  4.4) (  8.0) － － (  82.5) (  30.1) (  66.8) (  27.9)

昭和６３年（第８次） 3,847 2,380 1,033 179 255 － － 2,868 8,633.02 6,079 1,310,660
（　構　成　比　） (  95.4) (  59.0) (  25.6) (  4.5) (  6.3) － － (  83.0) (  28.6) (  67.2) (  33.8)

平成５年（第９次） 3,458 2,232 911 137 178 － － 2,529 7,954.13 5,378 1,250,152
（　構　成　比　） (  95.8) (  61.8) (  25.2) (  3.9) (  4.9) － － (  84.8) (  33.1) (  71.8) (  36.2)

平成１０年（第１０次） 2,781 1,760 777 118 126 － － 2,044 6,652.34 4,077 1,041,704
（　構　成　比　） (  95.6) (  60.5) (  26.7) (  4.1) (  4.3) － － (  84.4) (  35.2) (  69.8) (  38.0)

平成１５年（2003年） 2,608 1,702 728 85 93 － － 1,933 6,106.69 3,720 790,074
（　構　成　比　） (  95.6) (  62.4) (  26.7) (  3.1) (  3.4) － － (  86.8) (  38.0) (  73.8) (  34.9)

１ ０次-９ 次 増 減数 △ 677 △ 472 △ 134 △ 19 △ 52 － － △ 485 △ 1,301.79 △ 1,301 △ 208,448
１ ０次/９ 次 増 減率 △ 19.6 △ 21.1 △ 14.7 △ 13.9 △ 29.2 － － △ 19.2 △ 16.4 △ 24.2 △ 16.7
2003年-１０次 増減数 △ 173 △ 58 △ 49 △ 33 △ 33 － － △ 111 △ 545.65 △ 357 △ 251,630
2003年/１０次 増減率 △ 6.2 △ 3.3 △ 6.3 △ 28.0 △ 26.2 － － △ 5.4 △ 8.2 △ 8.8 △ 24.2

昭和５８年（第７次） 210 － － － － 97 113 662 20,382.75 3,356 3,973,071
（　構　成　比　） (  5.0) － － － － (  2.3) (  2.7) (  17.5) (  69.9) (  33.2) (  72.1)

昭和６３年（第８次） 186 － － － － 94 92 576 20,104.43 2,830 2,387,170
（　構　成　比　） (  4.6) － － － － (  2.3) (  2.3) (  16.7) (  66.6) (  31.3) (  61.5)

平成５年（第９次） 153 － － － － 85 68 452 16,101.81 2,114 2,206,943
（　構　成　比　） (  4.2) － － － － (  2.4) (  1.9) (  15.2) (  66.9) (  28.2) (  63.8)

平成１０年（第１０次） 129 － － － － 77 52 357 11,336.80 1,650 1,565,646
（　構　成　比　） (  4.4) － － － － (  2.6) (  1.8) (  14.7) (  60.0) (  28.3) (  57.1)

平成１５年（2003年） 121 － － － － 82 39 295 9,978.40 1,319 1,474,302
（　構　成　比　） (  4.4) － － － － (  3.0) (  1.4) (  13.2) (  62.0) (  26.2) (  65.1)

１ ０次-９ 次 増 減数 △ 24 － － － － △ 8 △ 16 △ 95 △ 4,765.01 △ 464 △ 641,297
１ ０次/９ 次 増 減率 △ 15.7 － － － － △ 9.4 △ 23.5 △ 21.0 △ 29.6 △ 21.9 △ 29.1
2003年-１０次 増減数 △ 8 － － － － 5 △ 13 △ 62 △ 1,358.40 △ 331 △ 91,344
2003年/１０次 増減率 △ 6.2 － － － － 6.5 △ 25.0 △ 17.4 △ 12.0 △ 20.1 △ 5.8

沿 岸
漁業層

中 小
漁業層

区　　　　　　　　分
計

経　　　　営　　　　体　　　　数

大型定置網・
小型定置網・
地 び き 網

海 面 養 殖
動力船10～
30 ﾄ ﾝ 未 満

動力船30～
1,000ﾄﾝ未満

漁船非使用･
無動力船・動
力船3ﾄﾝ未満

動 力 船 3 ～
10 ﾄ ﾝ 未 満

隻 数 ト ン 数
最盛期の海上
作業従事者数

漁 獲 金 額

動　　力　　船



４ 海面養殖業
（１）営んだ養殖種類別経営体数（延数）

＝かき類、まだい大幅増。減少が進むわかめ類養殖＝

営んだ養殖種類別経営体数（延数）をみると、わかめ類が 141 経営体と最も多く、次いでまだいが 68
経営体、かき類が 37 経営体となった。

前回と比べ増加したなかでは、まだいが 64 経営体(1,600.0 ％)、かき類が 32 経営体(640.0 ％)と大
幅な増加となり、減少したなかでは、わかめ類が 54 経営体(△ 27.7 ％)、ひらめが 6 経営体(△ 66.7
％)、ぶり類が 3 経営体(△ 50.0 ％)と大幅に減少した。

注）10 次より、その他の魚類養殖及びひらめは細分化されており、その他の養殖に含まれていない。

表１７　　営んだ養殖種類別経営体数（延数）
単位：経営体・％

いたやがい ひらめ

昭 和 ５ ８ 年 （ 第 ７ 次 ） 1 3 1 - 460 16 1 12 - 130 126 …

昭 和 ６ ３ 年 （ 第 ８ 次 ） 1 2 1 - 373 14 - 11 - 129 91 32

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ） - 13 1 - 282 12 4 11 - 70 38 14

平成１０年（第１０次） - 5 1 - 195 6 - 4 9 30 15 -

平成１５年（2003年） 4 37 1 - 141 3 - 68 3 - - -

１ ０ 次 - ９ 次 増 減 数 - △ 8 0 - △ 87 △ 6 △ 4 △ 7 9 △ 40 △ 23 △ 14

１ ０ 次 / ９ 次 増 減 率 - △ 61.5 0.0 - △ 30.9 △ 50.0 - △ 63.6 - △ 57.1 △ 60.5 -

2003年-１０次 増減数 4 32 0 - △ 54 △ 3 - 64 △ 6 △ 30 △ 15 -

2003年/１０次 増減率 - 640.0 0.0 - △ 27.7 △ 50.0 - 1,600.0 △ 66.7 - - -

わかめ類 ぶり類 ほたてがい まだい区分 のり類 ひらめかき類 真珠 真珠母貝
その他の
養　　殖
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図１８　　営んだ養殖種類別経営体数（延数）



５ 漁業従事者世帯
（１）専兼業別・主とする兼業種類別漁業従事者世帯数

＝漁業従事者世帯、過去最大の減少率＝

漁業従事者世帯数は 1,204 世帯となり、前回と比べ 422 世帯(△ 26.9 ％)減少で、過去最大の減少率
となった。

専兼業別にみると、第１種兼業が 672 世帯と最も多く、全体の 5 割以上を占めている。
前回と比べ専兼業共に減少しており、特に兼業は大幅な減少率となった。
主とする兼業種類別でみると、漁業以外の仕事に雇われは 710 世帯で、前回と比べ△ 32.6 ％(△ 344

世帯)減少、自営業は 101 世帯で、前回と比べ△ 33.1 ％(△ 50 世帯)減少と共に大幅な減少率だった。
また、兼業種類の約 7 割を占める漁業以外の仕事に雇われの常雇が、前回と比べ 272 世帯(△ 32.8

％)と大幅に減少した。

図１９ 専兼業別・主とする兼業種類別漁業従事者世帯数
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表１８　専兼業別漁業従事者世帯数

総　　数 専　　業 第１種兼業 第２種兼業

3,054 966 1,845 243

(  100.0) (  31.6) (  60.4) (  8.0)

2,568 755 1,548 265

(  100.0) (  29.4) (  60.3) (  10.3)

1,917 554 1,171 192

(  100.0) (  28.9) (  61.1) (  10.0)

1,646 441 990 215

(  100.0) (  26.8) (  60.1) (  13.1)

1,204 393 672 139

(  100.0) (  32.6) (  55.9) (  11.5)

△ 301 △ 188 △ 181 23

△ 14.1 △ 20.4 △ 15.5 12.0

△ 442 △ 48 △ 318 △ 76

△ 26.9 △ 10.9 △ 32.1 △ 35.3

単位：世帯・％

区　　　　　　　分

 １０次－９次　増減数

 １０次／９次　増減率

平成１０年（第１０次）

（構成比）

平成１５年（2003年）

（構成比）

（構成比）

2003年－10次　増減数

2003年／10次　増減率

昭和６３年（第８次）

昭和５８年（第７次）

（構成比）

（構成比）

平成５年（第９次）



表１９　主とする兼業種類別漁業従事者世帯数

計 常雇
　臨時雇
・日　雇

計 自営漁業 自営農業
水　産
加工業

遊　漁
案内業

旅館 ・
民宿業

その他

昭和５８年（第７次） 2,088 1,600 1,191 409 488 83 199 6 1 29 170

（構成比） (  100.0) (  76.6) (  57.0) (  19.6) (  23.4) (  4.0) (  9.5) (  0.3) (  0.0) (  1.4) (  8.2)

昭和６３年（第８次） 1,813 1,494 1,143 351 319 49 84 16 1 24 145

（構成比） (  100.0) (  82.4) (  63.0) (  19.4) (  17.6) (  2.7) (  4.6) (  0.9) (  0.1) (  1.3) (  8.0)

平成５年（第９次） 1,363 1,200 929 271 163 30 38 5 2 12 76

（構成比） (  100.0) (  88.1) (  68.2) (  19.9) (  11.9) (  2.2) (  2.8) (  0.4) (  0.1) (  0.9) (  5.5)

平成１０年（第１０次） 1,205 1,054 829 225 151 56 37 7 1 6 44

（構成比） (  100.0) (  87.5) (  68.8) (  18.7) (  12.5) (  4.6) (  3.1) (  0.6) (  0.1) (  0.5) (  3.6)

平成１５年（2003年） 811 710 557 153 101 49 23 3 - 4 22

（構成比） (  100.0) (  87.6) (  68.7) (  18.9) (  12.4) (  6.0) (  2.8) (  0.4) - (  0.5) (  2.7)

１０次-９次増減数 △ 158 △ 146 △ 100 △ 46 △ 12 26 △ 1 2 △ 1 △ 6 △ 32

１０次/９次増減率 △ 11.6 △ 12.2 △ 10.8 △ 17.0 △ 7.4 86.7 △ 2.6 40.0 △ 50.0 △ 50.0 △ 42.1

2003年-10次増減数 △ 394 △ 344 △ 272 △ 72 △ 50 △ 7 △ 14 △ 4 △ 1 △ 2 △ 22

2003年/10次増減率 △ 32.7 △ 32.6 △ 32.8 △ 32.0 △ 33.1 △ 12.5 △ 37.8 △ 57.1 - △ 33.3 △ 50.0

単位：世帯・％

区　　　　　　分

漁業以外の仕事に雇われ 自　　　　　　営　　　　　　業

総　数



（２）漁業労賃収入別漁業従事者世帯数

＝５０万円以上のすべての階層が減少＝

漁業労賃収入別にみると、300 ～ 400 万円未満が 328 世帯で最も多く、次いで 200 ～ 300 万円未満
が 302 世帯、400 ～ 500 万円未満が 240 世帯となった。

前回と比較すると、50 万円以上の各階層で減少し、減少率では 500 万円以上で△ 40.1 ％、300 ～ 400
万円未満で△ 36.3 ％、100 ～ 200 万円未満で△ 27.7 ％と大幅な減少率となった。
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図２０　漁業労賃収入別漁業従事者世帯数

3,054 33 60 458 1,008 842 380 273

(  100.0) (  1.1) (  2.0) (  15.0) (  33.0) (  27.6) (  12.4) (  8.9)

2,568 24 38 289 921 719 323 254

(  100.0) (  0.9) (  1.5) (  11.3) (  35.9) (  28.0) (  12.6) (  9.9)

1,917 11 21 174 526 525 339 321

(  100.0) (  0.6) (  1.1) (  9.1) (  27.4) (  27.4) (  17.7) (  16.7)

1,646 14 48 159 334 515 304 272

(  100.0) (  0.9) (  2.9) (  9.7) (  20.3) (  31.2) (  18.5) (  16.5)

1,204 16 40 115 302 328 240 163

(  100.0) (  1.3) (  3.3) (  9.6) (  25.1) (  27.3) (  19.9) (  13.5)

△ 271 3 27 △ 15 △ 192 △ 10 △ 35 △ 49

△ 14.1 27.3 128.6 △ 8.6 △ 36.5 △ 1.9 △ 10.3 △ 15.3

△ 442 2 △ 8 △ 44 △ 32 △ 187 △ 64 △ 109

△ 26.9 14.3 △ 16.7 △ 27.7 △ 9.6 △ 36.3 △ 21.1 △ 40.1

 １０次／９次　増減率

2003年-10次　増減数

（構成比）

１００～２００区　　　　　　　分 総数
５０万円

未満
　５０～１００
万円未満

（構成比）

平成１５年（2003年）

５００万円
以上

 １０次－９次　増減数

２００～３００ ３００～４００ ４００～５００

単位：世帯・％
表２０　漁業労賃収入別漁業従事者世帯数

2003年/10次　増減率

昭和５８年（第７次）

（構成比）

昭和６３年（第８次）

（構成比）

平成　５年（第９次）

（構成比）

平成１０年（第10次）



６ 漁業就業者

（１）性別・年齢別漁業就業者数

＝ 15 ～ 29 歳、65 歳以上の階層が増加＝

漁業就業者は 4,247 人となり、前回に比べ 674 人(△ 13.7 ％)減少となった。

年齢階層別にみると、65 歳以上が 1,821 人と最も多く、次いで 60 ～ 64 歳が 556 人、55 ～ 59 歳が 539
人となった。

前回と比べ 15 ～ 29 歳と 65 歳以上の各階層で増加し、特に 15 ～ 19 歳の階層は 42 人で 16 人(61.5
％)増加のとなり 6 割を越える増加率になった。

また、65 歳以上の階層では前回と比べ 94 人(5.4 ％)増加で、構成比も 42.9 ％で 7.8 ポイント上昇し

た。

県内有業者数（全産業）と比べても漁業の占める 65 歳以上の就業者の割合は高く、高齢化が進ん

でいる。

表２１　性別・年齢別就業者数

区　　　分 総　数 １５～１９歳 ２０～２４ ２５～２９ ３０～３４ ３５～３９ ４０～４４ ４５～４９ ５０～５４ ５５～５９ ６０～６４ 65歳以上

昭和５８年（第７次） 8,446 43 194 313 546 672 841 1311 1,545 1,183 818 980

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.5) (  2.3) (  3.7) (  6.5) (  8.0) (  10.0) (  15.5) (  18.3) (  14.0) (  9.7) (  11.6)

男 7,781 42 194 312 513 625 770 1186 1,414 1,068 739 918

女 665 1 － 1 33 47 71 125 131 115 79 62

昭和６３年（第８次） 7,340 19 125 203 329 572 670 764 1,163 1,331 1,014 1,150

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.3) (  1.7) (  2.8) (  4.5) (  7.8) (  9.1) (  10.4) (  15.8) (  18.1) (  13.8) (  15.7)

男 6,862 19 122 199 320 549 625 709 1,093 1,210 935 1,081

女 478 － 3 4 9 23 45 55 70 121 79 69

平成５年（第９次） 6,101 19 67 103 170 298 494 647 668 1,032 1,157 1,446

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.3) (  1.1) (  1.7) (  2.8) (  4.9) (  8.1) (  10.6) (  10.9) (  16.9) (  19.0) (  23.7)

男 5,685 19 67 103 167 290 471 604 613 953 1,050 1,348

女 416 － － － 3 8 23 43 55 79 107 98

平成１０年（第１０次） 4,921 26 60 72 116 168 285 484 542 598 843 1,727

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.5) (  1.2) (  1.5) (  2.4) (  3.4) (  5.8) (  9.8) (  11.0) (  12.2) (  17.1) (  35.1)

男 4,629 26 60 71 112 166 277 459 518 550 787 1,603

女 292 － － 1 4 2 8 25 24 48 56 124

平成１５年（2003年） 4,247 42 81 84 82 114 179 290 459 539 556 1,821

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  1.0) (  1.9) (  2.0) (  1.9) (  2.7) (  4.2) (  6.8) (  10.8) (  12.7) (  13.1) (  42.9)

男 4,020 42 81 84 82 111 176 279 432 513 515 1,705

女 227 － － － － 3 3 11 27 26 41 116

１０次－９次増減数 △ 1,180 7 △ 7 △ 31 △ 54 △ 130 △ 209 △ 163 △ 126 △ 434 △ 314 281

１０次／９次増減率 △ 19.3 36.8 △ 10.4 △ 30.1 △ 31.8 △ 43.6 △ 42.3 △ 25.2 △ 18.9 △ 42.1 △ 27.1 19.4

2003年-10次増減数 △ 674 16 21 12 △ 34 △ 54 △ 106 △ 194 △ 83 △ 59 △ 287 94

2003年/10次増減率 △ 13.7 61.5 35.0 16.7 △ 29.3 △ 32.1 △ 37.2 △ 40.1 △ 15.3 △ 9.9 △ 34.0 5.4

県内有業者（全産業） 3,861 58 272 371 337 323 390 442 538 377 245 508

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  1.5) (  7.0) (  9.6) (  8.7) (  8.4) (  10.1) (  11.4) (  13.9) (  9.8) (  6.3) (  13.2)

男 2,180 34 149 209 190 183 209 240 304 216 143 304

女 1,681 24 123 163 147 141 181 202 235 161 101 203
注）県内有業者数（全産業）は、「平成１４年就業構造基本調査」による。

単位：人（漁業センサス）・百人（有業者）・％
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図２２　漁業就業者数（男）
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（２）主として従事した漁業種類別漁業就業者

＝採貝でわずかに増加＝

主として従事した漁業種類別に見ると、釣りが 1,241 人で最も多く、次いで採貝が 728 人、底びき

網が 547 人となった。

前回と比較すると、最も減少数が多かったのはまき網で、284 人(△ 39.6 ％)減少し 433 人となった。

また、採貝が 33 人(4.7 ％)増加したが、他はすべての漁業種類で減少した。
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図２４　主として従事した漁業種類別漁業就業者数

表２２　主として従事した漁業種類別漁業就業者数

昭和５８年（第７次） 8,446 31 1,407 36 1,431 801 72 424 320 … 304 2,056 544 400 258 350 12

（ 構 成 比 ） (  100.0) (  0.4) (  16.7) (  0.4) (  16.9) (  9.5) (  0.9) (  5.0) (  3.8) … (  3.6) (  24.3) (  6.4) (  4.7) (  3.1) (  4.1) (  0.1)

昭和６３年（第８次） 7,340 … 1,138 34 1,121 667 34 445 372 … 202 1,751 816 235 231 284 10

（ 構 成 比 ） (  100.0) … (  15.5) (  0.5) (  15.3) (  9.1) (  0.5) (  6.1) (  5.1) … (  2.8) (  23.9) (  11.1) (  3.2) (  3.1) (  3.9) (  0.1)

平成５年（第９次） 6,101 … 765 44 925 638 34 397 235 … 181 1,457 920 134 165 206 －

（ 構 成 比 ） (  100.0) … (  12.5) (  0.7) (  15.2) (  10.5) (  0.6) (  6.5) (  3.9) … (  3.0) (  23.9) (  15.1) (  2.2) (  2.7) (  3.4) －

平成１０年（第１０次） 4,921 … 596 19 717 452 39 361 187 － 159 1,285 695 99 145 167 －

（ 構 成 比 ） (  100.0) … (  12.1) (  0.4) (  14.6) (  9.2) (  0.8) (  7.3) (  3.8) － (  3.2) (  26.0) (  14.1) (  2.0) (  2.9) (  3.4) －

平成１５年（2003年） 4,247 … 547 14 433 398 34 319 110 2 126 1,241 728 90 103 102 …

（ 構 成 比 ） (  100.0) … (  12.9) (  0.3) (  10.2) (  9.4) (  0.8) (  7.5) (  2.6) (  0.0) (  3.0) (  29.3) (  17.1) (  2.1) (  2.4) (  2.4) …

 １０次－９次　増減数 △ 1,180 … △ 169 △ 25 △ 208 △ 186 5 △ 36 △ 48 … △ 22 △ 172 △ 225 △ 35 △ 20 △ 39 －

 １０次/９次　　増減率 △ 19.3 … △ 22.1 △ 56.8 △ 22.5 △ 29.2 14.7 △ 9.1 △ 20.4 － △ 12.2 △ 11.8 △ 24.5 △ 26.1 △ 12.1 △ 18.9 －

2003年－10次　増減数 △ 674 … △ 49 △ 5 △ 284 △ 54 △ 5 △ 42 △ 77 … △ 33 △ 44 33 △ 9 △ 42 △ 65 …

2003年/10次　増減率 △ 13.7 … △ 8.2 △ 26.3 △ 39.6 △ 11.9 △ 12.8 △ 11.6 △ 41.2 … △ 20.8 △ 3.4 4.7 △ 9.1 △ 29.0 △ 38.9 －

海 面
養 殖

そ の 他 の
網 漁 業 採 貝 採 藻

そ の 他
の 漁 業

刺 網 釣は え 縄
船びき網
地びき網

内 水 面 漁
業 ・ 養 殖

単位：人・％

区　　　分 総　数 底びき網
大 型
定 置 網

母船式等
小 型
定 置 網

ま き 網 敷 網



７ １１月１日現在の漁業の海上作業従事者数

（１）１１月１日現在の漁業の海上作業従事者数

＝家族・雇用者ともに減少＝

11 月 1 日現在の海上作業従事者数は 4,760 人となり、前回と比べ 622 人(△ 11.6 ％)減少した。

これを家族・雇用者別に見ると、家族は 2,973 人で 379 人(△ 11.3 ％)減少、雇用者は 1,787 人で 243
人(△ 12.0 ％)減少となり、前回に比べてともに減少した。

図２５ １１月１日現在の漁業の海上作業従事者数

2,030

3,352
1,609

188 233

雇用者

家族

同一市町村

同一県内の他の市町村
県外

37.7%

62.3%
29.9%

3.5%
4.3%

総数 5,382

第１０次

1,787

2,973
1,406

171

210

雇用者

家族

同一市町村

同一県内の他の市町村

県外

37.5%

62.5%
29.5%

3.6%

4.4%

総数 4,760

２００３年

　表２３　１１月１日現在の漁業の海上作業従事者数

うち外国人

8,892 5,288 3,604 2,861 397 346 …

(  100.0) (  59.5) (  40.5) (  32.2) (  4.5) (  3.9) …

8,048 4,873 3,175 2,484 384 307 …

(  100.0) (  60.5) (  39.5) (  30.9) (  4.8) (  3.8) …

6,854 4,301 2,553 2,006 338 209 …

(  100.0) (  62.8) (  37.2) (  29.3) (  4.9) (  3.0) …

5,382 3,352 2,030 1,609 188 233 …

(  100.0) (  62.3) (  37.7) (  29.9) (  3.5) (  4.3) …

4,760 2,973 1,787 1,406 171 210 18

(  100.0) (  62.5) (  37.5) (  29.5) (  3.6) (  4.4) (  0.4)

△ 1,472 △ 949 △ 523 △ 397 △ 150 24 …

△ 21.5 △ 22.1 △ 20.5 △ 19.8 △ 44.4 11.5 …

△ 622 △ 379 △ 243 △ 203 △ 17 △ 23 …

△ 11.6 △ 11.3 △ 12.0 △ 12.6 △ 9.0 △ 9.9 …
注）外国人については2003年センサスから調査

2003年／10次　増減率

（ 構 成 比 ）

 １０次－９次　　増減数

 １０次／９次　　増減率

2003年－10次　増減数

平成１０年（第１０次）

（ 構 成 比 ）

平 成 １ ５ 年 （ 2003 年 ）

昭 和 ５ ８ 年 （ 第 ７ 次 ）

（ 構 成 比 ）

平 成 ５ 年 （ 第 ９ 次 ）

（ 構 成 比 ）

昭 和 ６ ３ 年 （ 第 ８ 次 ）

（ 構 成 比 ）

雇　　　用　　　者
単位：人・％

区　　　　　分 総　　数 家　　族
計 同一市町村

同一県内の
他市町村

県　外



８ 保有漁船

（１）漁船種類別隻数・トン数

＝無動力船隻数以外は減少＝

保有漁船についてみると、総隻数は第 4 次漁業センサス以降減少が続き、今回は 3,799 隻となり、

前回に比べて 244 隻(△ 6.0 ％)減少となった。

これを漁船種類別にみると、無動力船は 46 隻で 6 隻(15.0 ％)増加となったが、船外機付船は 1,525
隻で 55 隻(△ 3.5 ％)減少、動力船は 2,228 隻で 195 隻(△ 8.0 ％)減少となり、前回に比べてともに減

少した。
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図２６　漁船種類別隻数・トン数

表２４　漁船種類別隻数・トン数

6,133 193 2,152 3,788 30,677.25 8.10 204,966 54.11

5,678 97 2,125 3,456 30,186.50 8.73 225,108 65.14

5,066 65 2,020 2,981 24,055.94 8.07 216,314 72.56

4,043 40 1,580 2,423 18,891.44 7.80 180,091 74.3

3,799 46 1,525 2,228 16,085.09 7.20 155,386 69.7

△ 1,023 △ 25 △ 440 △ 558 △ 5,164.50 △ 0.27 △ 36,223 1.74

△ 20.2 △ 38.5 △ 21.8 △ 18.7 △ 21.5 △ 3.3 △ 16.7 2.4

△ 244 6 △ 55 △ 195 △ 2,806.35 △ 0.60 △ 24,705 △ 4.6

△ 6.0 15.0 △ 3.5 △ 8.0 △ 14.9 △ 7.7 △ 13.7 △ 6.2

１隻平均
馬力数

昭和５８年（第７次）

　　　　　　　　単位：隻・トン・馬力・％

区　　　　　分 総隻数
無動力
船隻数

船外機付
船隻数

動　　　　　力　　　　　船

隻数 総トン数
１隻平均
トン数

馬力数

昭和６３年（第８次）

 平成 ５年（第９次） 

 2003年-10次 増減数

 2003年/10次 増減率

平成１０年（第１０次）

平成１５年（2003年）

 １０次-９次　増減数

 １０次/９次　増減率



（２）動力船規模別隻数

＝動力船５トン未満階層が約８割を占める＝

動力船をトン数階層別にみると、1 ～ 3 トン未満が 801 隻と最も多く、次いで 3 ～ 5 トン未満が 662
隻、1 トン未満が 313 隻となっており、これら 5 トン未満が全体の約 8 割を占めている。

前回と比べると、1 トン未満が 15 隻(5.0 ％)増加したが、7 階層で減少しており、特に 30 ～ 50 ト

ン未満が△ 63.6 ％(△ 7 隻)と大幅な減少率となった。
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図２７　動力船規模別隻数

表２５　動力船規模別隻数

昭和５８年（第７次） 3,788 436 1,619 940 357 229 1 49 123 31 3

（構成比） (  100.0) (  11.5) (  42.7) (  24.8) (  9.4) (  6.0) (  0.0) (  1.3) (  3.2) (  0.8) (  0.1)

昭和６３年（第８次） 3,456 391 1,383 931 352 220 2 41 75 54 7

（構成比） (  100.0) (  11.3) (  40.0) (  26.9) (  10.2) (  6.4) (  0.1) (  1.2) (  2.2) (  1.6) (  0.2)

平成５年（第９次） 2,981 370 1,113 854 302 214 6 27 49 41 5

（構成比） (  100.0) (  12.4) (  37.3) (  28.6) (  10.1) (  7.2) (  0.2) (  0.9) (  1.6) (  1.4) (  0.2)

平成１０年（第１０次） 2,423 298 857 715 274 198 2 11 38 25 5

（構成比） (  100.0) (  12.3) (  35.3) (  29.5) (  11.3) (  8.2) (  0.1) (  0.5) (  1.6) (  1.0) (  0.2)

平成１５年（2003年） 2,228 313 801 662 230 160 2 4 31 20 5

（構成比） (  100.0) (  14.0) (  36.0) (  29.7) (  10.3) (  7.2) (  0.1) (  0.2) (  1.4) (  0.9) (  0.2)

１０次-９次　増減数 △ 558 △ 72 △ 256 △ 139 △ 28 △ 16 △ 4 △ 16 △ 11 △ 16 0

１０次/９次　増減率 △ 18.7 △ 19.5 △ 23.0 △ 16.3 △ 9.3 △ 7.5 △ 66.7 △ 59.3 △ 22.4 △ 39.0 0.0

2003年-10次 増減数 △ 195 15 △ 56 △ 53 △ 44 △ 38 0 △ 7 △ 7 △ 5 0

2003年/10次 増減率 △ 8.0 5.0 △ 6.5 △ 7.4 △ 16.1 △ 19.2 0.0 △ 63.6 △ 18.4 △ 20.0 0.0

単位：隻・％

３～５ ５～10 10～20 20～30 30～50 50～100 100～200
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区　　　　　分 総　数
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